













Reinforcement of the Central institutions
in Bosnia and Herzegovina:




The Office of the High Representative (OHR) , which is responsible for the implementation
of the comprehensive peace accord in Bosnia and Herzegovina, has recently shifted its
strategy to the reinforcement of the central institutions of government. In the process, it has
become clear that there exists a difference of attitudes among the international actors involv-
ed and that the control over the societies by the nationalistic parties is still firm enough to
undermine the multiethnic central institutions. This article attempts to examine the strategies
of the international actors (in the context of the OHR) , and offer some policy proposals.
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第1章で見たように、 P I Cブリュッセル会合において、中央政府機関の強化が提唱され、
OHRにとって本件が最優先課題となったが、これは同会合に先立つ同年4月に拡大された
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国際公共政策研究
ことがOHRの最優先課題であることは間違いない。
おわりに
第6巻第1号
和平履行評議会はボスニアが国家として真に機能することを目指し、あえて「分権制を基
本とするデイトン合意の精神」を離れて、中央政府の強化を目指した。その前提となる閣僚
評議会拡大に際し、ペトリッチ上級代表が「介入主義的アプローチ」の象徴とも言うべき「ボ
ン・パワー」を使用せず、憲法解釈の転換、憲法裁判所の決定という既存制度の枠内で改編
を進めていったことは、 OHRの新たなスタンスとして評価出来るのではないだろうか。有
権者による直接選挙で選出された立法府及びその決定を履行すべき行政府を迂回する形で上
級代表が決定を下す「ボン・パワー」については、地元政治家のみならず、 OHR内部から
も、その「非民主性」を疑問視する声が間かれていた。閣僚評議会の拡大は、デイトン合意
以降「ボン・パワー」に依存せずに実現した初めての機構改革であり、 PICの目指す「民
主国家の構築」にも資するものと思われる。
閣僚評議会の拡大については、その構成について関係国・国際機関の間で意見の相違が見
られる。紛争を主導した民族主義政党が依然として影響力を維持している軍・国防省につい
ては、その統合は時期尚早であり、憲法上設置が規定されている常任軍事委員会を段階的に
機能強化させるのが最善の策であると思われる。同委員会は、 「ボスニアが『平和のためのパ
ートナーシップ』に参加するためには統一軍が不可欠」と主張するNATOが影響力を行使し
ているが、民生部門を担当するOHRにも発言権があることから、NATOの動きに対する「シ
ビリアン・コントロール」が可能であり、バランスの取れた政策策定が期待出来る。
一方、国連ボスニア・ミッションが要請する統一内務省については、他の国際機関が消極
的であるという理由ばかりでなく、政策的観点からも優先課題とは言えないだろう。両エン
ティティー内務省の協力促進、ブルチュコで見られるような地域別民族合同警察の設置が実
現可能であると見られ、あえて両エンティティー政府を刺激するような機構改革をする必要
は見あたらない。
デイトン合意後初めて、非民族主義政党連合による政権が誕生したボスニアにおいて、次
に優先すべき課題は、国際社会への依存体質からの脱却とそのための経済改革であろう。本
稿で筆者は、常任軍事委員会の強化については、両エンティティー軍の予算削減を促進する
上で中央管理が必要との考えを示し、国境警察部隊の設置については関税収入を確保するた
めの手段として評価できると述べた。加えて牡銀が要請する税制の中央管理についても、 「自
立出来る国家」のためには不可欠な条件と認識しており、現政権下での法整備を期待したい。
